
市
税
、
地
方
交
付
税
は
増
額
、

地
方
譲
与
税
は
減
額

皆さんが納めた税金や国・県からの支出金、地方交付税は、どのように使
われたのでしょう？昨年度の南国市の収入と支出についてお知らせします。

３
億
８
千
533
万
２
千
円
の
黒
字

借
金
で
あ
る
地
方
債
借
入
残
高
は

着
実
に
減
少

20年度の
決算報告 南国市の家計簿南国市の家計簿

　
南
国
市
の
普
通
会
計
の
決
算
状
況
は
、
歳

入
が
184
億
２
千
984
万
７
千
円
、
歳
出
が
179
億

３
千
859
万
３
千
円
で
、
歳
入
歳
出
差
引
額
は

４
億
９
千
125
万
４
千
円
と
な
り
ま
し
た
。
翌

年
度
へ
の
繰
り
越
し
財
源
１
億
592
万
２
千
円

を
除
く
と
３
億
８
千
533
万
２
千
円
の
黒
字
と

な
り
ま
す
が
、
こ
の
要
因
は
定
年
退
職
12
名

を
含
む
22
名
の
退
職
金
４
億
８
千
929
万
９
千

円
の
た
め
、
退
職
手
当
基
金
か
ら
８
千
954
万

６
千
円
を
、
補
償
金
免
除
公
的
資
金
の
繰
り

上
げ
償
還
８
億
286
万
９
千
円
の
た
め
、
減
債

基
金
か
ら
６
億
694
万
９
千
円
の
繰
り
入
れ
を

行
っ
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。

　
ま
た
、
歳
入
の
根
幹
を
な
す
市
税
総
額
は
、

１
千
272
万
５
千
円
の
微
増
と
な
り
ま
し
た
が
、

地
方
譲
与
税
は
１
千
321
万
６
千
円
、
各
種
交

付
金
は
１
千
469
万
９
千
円
、
そ
れ
ぞ
れ
減
と

な
り
ま
し
た
。

　
地
方
債
借
入
残
高
は
、
平
成
20
年
度
末
残

高
213
億
６
千
838
万
９
千
円
と
な
り
、
対
前
年

マ
イ
ナ
ス
29
億
３
千
79
万
８
千
円
、
12.1
％
の

減
と
な
り
、
市
債
発
行
の
抑
制
と
、
補
償
金

免
除
公
的
資
金
の
繰
り
上
げ
償
還
に
よ
り
着

実
に
減
少
し
て
い
ま
す
。

　
財
政
構
造
の
弾
力
性
を
示
す
経
常
収
支
比

率
は
93.0
％
と
、
対
前
年
2.1
ポ
イ
ン
ト
改
善
さ

れ
ま
し
た
が
、
い
ま
だ
90
％
を
超
す
財
政
の

硬
直
し
た
状
態
が
続
い
て
い
ま
す
。

　
今
後
も
、
公
債
費
負
担
適
正
化
計
画
に
よ

り
健
全
な
財
政
運
営
確
立
に
向
け
、
行
財
政

改
革
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

　
歳
入
総
額
は
、
184
億
２
千
984
万
７
千
円

で
、
前
年
度
決
算
額
に
比
べ
１
億
８
千
882

万
９
千
円
（
1.0
％
）
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　
市
税
で
は
、
市
民
税
は
８
千
８
万
円
の

減
、
固
定
資
産
税
は
１
億
706
万
６
千
円
の

増
と
な
り
、
税
収
全
体
で
は
対
前
年
度
１

千
272
万
５
千
円
（
0.2
％
）
の
増
額
と
な
り

ま
し
た
。

　
地
方
交
付
税
は
、
対
前
年
度
２
千
755
万

４
千
円
（
0.6
％
）
の
増
、
地
方
譲
与
税
は

１
千
321
万
６
千
円
（
5.6
％
）
の
減
と
な
り

ま
し
た
。

　
国
庫
支
出
金
は
、
街
路
事
業
費
補
助
金

が
１
億
５
千
283
万
１
千
円
の
減
、
地
域
住

宅
交
付
金
が
４
千
607
万
２
千
円
の
減
、
生

活
保
護
費
負
担
金
が
６
千
630
万
円
の
増
な

ど
に
よ
り
、
全
体
で
は
対
前
年
９
千
205
万

４
千
円
（
3.6
％
）
の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　
県
支
出
金
は
、
国
民
健
康
保
険
基
盤
安

定
制
度
負
担
金
が
４
千
362
万
円
の
減
、
新

規
の
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
基
盤
安
定
制

度
負
担
金
が
８
千
792
万
９
千
円
な
ど
に
よ

り
、
対
前
年
２
千
651
万
９
千
円
（
2.4
％
）

の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

　
地
方
債
は
、
臨
時
財
政
対
策
債
が
２
千

769
万
６
千
円
の
減
、
街
路
事
業
債
が
８
千

821
万
６
千
円
の
減
に
よ
り
、
対
前
年
１
億

２
千
261
万
２
千
円
（
11.6
％
）
の
減
額
と
な

り
ま
し
た
。179億3,859万３千円

184億2,984万７千円

66億6,167万３千円（37.1％）

44億4,728万５千円（24.8％）

18億2,078万２千円（10.1％）

14億8,920万４千円（8.3％）

６億2,102万２千円（3.5％）

６億1,068万３千円（3.4％）

１億9,096万８千円（1.1％）

１億2,279万２千円（0.7％）

10億1,667万８千円（5.7％）
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総括総括

歳入歳入

投
資
的
経
費
は
大
幅
減
額
、

繰
り
上
げ
償
還
に
よ
り
公
債
費

（
借
金
の
返
済
金
）
は
増
額

　
歳
出
総
額
は
、
179
億
３
千
859
万
３
千
円
で
前
年

度
決
算
額
に
比
べ
て
１
億
438
万
６
千
円
（
0.6
％
）

の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
性
質
別
歳
出
の
状
況
は
、
義
務
的
経
費
の
う
ち
、

人
件
費
は
４
億
６
千
166
万
７
千
円
（
11.2
％
）
の
減

と
な
り
ま
し
た
が
、
こ
れ
は
定
年
退
職
者
や
勧
奨

退
職
者
に
係
る
退
職
手
当
の
減
お
よ
び
職
員
数
の

減
に
よ
る
職
員
給
の
減
が
そ
の
要
因
と
な
っ
て
い

ま
す
。
扶
助
費
は
、
対
前
年
１
億
７
千
39
万
８
千

円
（
4.7
％
）
の
増
と
な
っ
て
お
り
、
障
害
者
自
立

支
援
事
業
費
や
生
活
保
護
扶
助
費
の
増
が
そ
の
要

因
と
な
っ
て
い
ま
す
。
公
債
費
は
、
補
償
金
免
除

公
的
資
金
繰
り
上
げ
償
還
を
行
っ
た
こ
と
に
よ
り

公
債
費
元
金
が
増
と
な
り
４
億
９
千
500
万
４
千
円

（
12.5
％
）
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　
投
資
的
経
費
は
、
街
路
事
業
高
知
南
国
線
整
備

事
業
費
や
小
中
学
校
耐
震
補
強
工
事
、
大
篠
小
学

校
増
改
築
事
業
完
了
に
よ
る
減
に
よ
り
４
億
４
千

171
万
１
千
円
（
24.7
％
）
の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　
物
件
費
で
は
、
各
種
選
挙
費
や
特
定
健
診
移
行

に
よ
る
保
健
事
業
費
の
減
な
ど
に
よ
り
１
千
957
万

２
千
円
（
1.2
％
）
の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。
積
立

金
で
は
、
減
債
基
金
積
立
金
、
地
域
活
性
化
・
生

活
対
策
基
金
積
立
金
の
増
な
ど
に
よ
り
７
千
215
万

１
千
円
（
89.3
％
）
の
増
額
、
貸
付
金
で
は
、
南
国

市
奨
学
金
の
減
に
よ
り
36
万
円
（
1.2
％
）
の
減
額
、

繰
出
金
で
は
、
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
繰
出
金
な

ど
の
増
に
よ
り
４
千
464
万
１
千
円
（
2.4
％
）
の
増

額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

歳出歳出

財政収入を一定の基準に保つ
ために国から交付される財政
援助資金

皆さんが納めた税金

64億5,450万３千円（35.0％）

45億9,339万７千円（24.9％）

24億6,157万７千円（13.4％）

11億2,162万５千円（6.1％）

９億3,093万８千円（5.1％）

６億9,657万４千円（3.8％）

21億7,123万３千円（11.7％）

市 税

地方交付税

国庫支出金

県 支 出 金

地 方 債

繰 入 金

そ の 他

民 生 費

公 債 費

総 務 費

土 木 費

教 育 費

衛 生 費

農林水産業費

消 防 費

議 会 費

商 工 費

労 働 費

国が使い道を決めて渡すお金

県が使い道を決めて渡すお金

財政上の必要に応じて借り入
れるお金

預金などから引き出したお金

保育所や老人ホーム入所者の
負担金、証明書手数料、公共
施設利用料などのお金

保育所や高齢者の施設の運営、
生活保護などにかかる費用

1,936万２千円（0.1％）

必要上借り入れた借金の返済に
かかる費用

住民票・戸籍管理、市税の課税・
徴収、市庁舎の維持管理などに
かかる費用

道路の整備や公園の建設、市街
地の開発などにかかる費用

小中学校の環境整備、図書館や
公民館の運営などにかかる費用

ごみの収集や健康診断などにか
かる費用

農道・水路の修繕や改良、農林
水産業の振興にかかる費用

消防署の消火・救急活動や防災、
災害対策にかかる費用

議員報酬や議会運営にかかる費用

商工業の振興にかかる費用

労働金庫などへの制度融資にか
かる費用

用語
解説

●普通会計とは？
　一般会計・住宅新築資金等貸付事業特別会計・
土地取得事業特別会計の合計額から、繰り入れや
繰り出しなど、会計間の重複額を控除した統計上
の会計区分です。

●経常収支比率とは？
　地方税などの経常一般財源収入のうち、人件費
や公債費などの経常支出にどれだけ充当されたか
を示すもの。一般的に、市では75％程度が妥当と
考えられています。

９億3,814万４千円（5.2％）


